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雇用面での新たな混乱

　世界経済は，グローバルな危機が 2008 年に発生する以前にみられたトレンドを大きく
下回るペースで拡大し続けており，雇用および社会に出現した著しいギャップを埋めるこ
とができないでいる．失業や不完全雇用を危機以前の水準に引き戻すという挑戦は，今や
社会的・経済的に相当なリスクを伴っており，これまでになく気の遠くなる難題のように
思われる．

危機が引き起こしたグローバルな雇用ギャップは拡大を続けている

　本レポートが発見したところによると，世界全体でみた雇用展望は向こう 5 年間に悪
化することが予想される．2014 年現在，世界全体で 2 億 100 万人の失業者がいるが，
それはグローバル危機以前の水準を 3,100 万人上回っている．また，世界全体では失業
者は 2015 年に 300 万人，それ以降の 4 年間にさらに 800 万人も増加すると予想されて
いる．
　特に女性を中心に若年層は引き続き失業の悪影響を不当にこうむっている．2014 年現
在，7,400 万人の若者（15 – 24 歳）が求職中である．実際問題として，若年失業率は成
人失業率の 3 倍にも達している．若年失業率が高いという状況はすべての地域に共通し
ており，しかも教育面での達成度がトレンド的に改善しているにもかかわらず生じている
ため，社会的不満を煽ることになっている．

雇用状況が改善している先進国もなかにはあるが，ほとんどのヨーロッパ

諸国は苦境に陥ったままである…

　各地域で雇用の展望が逆転した．先進国では全体として雇用の回復が進行中であるが，
各国間で著しい相違がみられる．日本，アメリカ，および一部のヨーロッパ諸国では失業
率が低下しており，危機以前の水準を取り戻している時もある．南ヨーロッパ諸国でも失
業率はゆっくりと低下している．ただし，これは非常に高い値からの低下である．

…新興国・途上国では悪化している

　対照的に，ラテンアメリカ・カリブ，中国，ロシア，多くのアラブ諸国など多数の発展
途上にある中所得の地域と国では，世界平均との比較で良好なパフォーマンスを維持した
時期を経過した後，雇用情勢は悪化しつつある．サハラ以南アフリカのほとんどでは，最
近に至るまで経済成長面でのパフォーマンスは良好であったものの，雇用情勢は大して改
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善していなかった．これら諸国のほとんどでは，失業とインフォーマルな雇用は向こう 5
年間にわたって執拗に高水準にとどまるものと予想される．
　2015 年初めにみられた石油価格の著しい下落が継続すれば，輸入国の雇用見通しは若
干なりとも改善するだろう．しかし，これが依然として脆弱で斑模様の回復――石油輸出
国にとっては悪い――の影響を帳消しにしてくれる可能性は小さい
　その結果，新興国・途上国では脆弱な雇用の改善が足踏み状態となっている．脆弱な雇
用の割合は今後 2 年間にわたり，全体として総雇用の約 45％で横ばいに推移するものと
予測されている．これは危機以前の時期にみられた低下とはまったく対照的である．脆弱
な雇用に就いている労働者の数は 2012 年以降 2,700 万人増加して，現在は世界全体で
14 億 4,000 万人に達している．サハラ以南アフリカと南アジアが世界の脆弱雇用の半分
以上を占めているが，この両地域では労働者 4 人のうち 3 人は脆弱な雇用に就いている．
　同様に，勤労貧困層削減の進展も鈍化している．2010 年代末になっても，依然として
14 人中 1 人の労働者は極貧の状態にあるものと予想される．

所得不平等が拡大して，グローバルな経済と雇用の回復を遅らせている

　平均すると，データが入手可能な国々では，10％の最富裕層が総所得の 30 – 40％を占
めている．それとは対照的に，10％の最貧層が総所得に占める割合は約 2％にとどまっ
ている．
　不平等が歴史的に途上国よりもずっと小さかった先進国のなかでも，所得不平等が危機
を契機に急拡大し，一部の新興国でみられる水準にまで接近している事例がある．新興国・
途上国では不平等全体は典型的には縮小したものの，その水準は高いままで，改善のペー
スは著しく鈍化している．
　このような動向の一因としては，近年，中スキルの定型的な仕事が減少していることが
ある．これがスキルの段階でみて高低両端の仕事に対する需要の増加と並行して生じてい
る．その結果として，このような中スキル職に従事していた相対的に教育程度の高い労働
者は，今や低スキル職を巡って競争することを余儀なくされるようになっている．このよ
うな職業面での変化が過去 20 年間にわたって雇用パターンを形成するとともに， 所得不
平等の拡大にも寄与してきている．
　不平等の拡大は若干の例外もあるが，政府に対する信頼の足も引っ張ってきている．政
府に対する信頼は特に中東・北アフリカだけでなく，先進国や東アジア，ラテンアメリカ
などの諸国でも急低下してきている．
　このような規模での信認の低下は，特に所得の停滞ないし低下を伴っている場合には，
社会不安を誘発することがある．本レポートの推定では，失業の増加に伴って社会不安が
少しずつ増加してきている．若年失業の高水準ないし増加に直面している諸国では，とり
わけ社会不安が誘発されやすい．
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雇用および社会の展望は良い方向に向けることが可能

　このような不安を伴う展望は主要な基本的脆弱性に取り組むことによって変えることが
可能である．これまでの ILO による分析で強調されているように，総需要と企業投資は
後押しが必要である．それは，雇用や所得，企業，社会などにかかわる設計の良い政策の
実施を通じることを含んでいる．信用システムは特に中小企業を中心とする実体経済を支
援するよう見直しされなければならない．ユーロ地域の軟調も信念をもって取り組む必要
がある．また，不平等の累増は労働市場政策や税制の慎重な設計を通じて取り組まなけれ
ばならない．
　特に，高い若年失業率や多数の長期失業者の存在，なかでも女性を中心とした労働市場
からの退出の増加など，雇用の回復には力強さがない．このような状態の雇用回復を伴う
執拗な社会的脆弱性に取り組む必要もある．これは包括的な労働市場改革を実施して，参
加を支援し，仕事の質を改善し，スキルを向上させるということを意味する．




